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概要 司書養成のための大学における図書館に関する科目の履修については，法的な制度整備がない
まま司書講習のための省令科目の準用により長らく運用されてきたが，2008 年の図書館法改正を受け，
2012 年度より改正が施行されることとなっている。省令科目の構成や内容についての論考はすでに
様々な観点から展開されているが，図書館業務に必要な情報化の進展に対応した能力育成のための科
目設定について考察し，図書館と情報技術の関わり，あるいは図書館への情報技術の適用について講
じられるべき内容を検討する。 
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1. はじめに － 2010 年のトピックスより 
 
2010 年は国民読書年であったが，折しも「電子
書籍元年1」としての盛り上がりの中で，図書館も
その新しい展望に関わるプレーヤーとしての認知
がされてきたといえるだろう。しかしそのことよ
りも強烈に，世間の視線を図書館へ振り向かせた
トピックスとして，いわゆる「岡崎市立中央図書
館事件」をめぐる様々な出来事2を挙げることがで
きる。図書館サービスの一利用者が逮捕され起訴
猶予処分となるに至り，また図書館システムから
の情報流出事件も発生ということが重なって，世
間の注目が高まったものである。新聞等のマスメ
ディアでも報道され，特にインターネット上で大
きな議論を巻き起こした。図書館の現場に身を置
く者としては，図書館のシステム運用管理自体に
ついて，あるいはまたこのような問題が起こった
ときの対応について，少なからず考えさせられた
出来事である。 
2010 年は，NPO 日本ネットワークセキュリテ
ィ協会（JNSA）が発表した「JNSA 2010 セキュ
リティ十大ニュース3」にもみられるように，情報
の取り扱いをめぐって，米国政府の機密情報等を
公開した web サイト・Wikileaks，日本の警視庁 
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内部資料とみられる情報や尖閣諸島沖での中国漁
船衝突映像の流出事件で騒がれた年でもあった。
社会そのものや様々な仕組みおよび制度が，情報
通信技術(ICT)の進展に合わせた再構築をせまら
れている，一つの転換期にさしかかっているとも
みえる。その中で，「岡崎市立中央図書館事件」が
これほどまでの事件となった要因を，もちろん関
係した図書館員等の ICT に関する知識やスキル
の有無だけに帰結させるべきことではないだろう。
事件そのものについては既に各所で議論されてい
るのでここでは考察することを控えるが，この事
件の提起する問題は，舞台となった図書館という
枠をこえて各方面におよぶ4。 
ただ，図書館や図書館員が社会の変化および
ICT 技術の進展に対応することへの要請は，いろ
いろな形でかなり以前より繰り返しいわれてきた
ことである。では，この一連の出来事は，図書館
界全体にはこれからどのような影響を与えるのだ
ろうか。 
このような出来事が繰り返されないために必要
なこととして，まず図書館システムにおける危機
管理の在り方について（図書館界全体で）一層の
議論がなされること，各図書館での危機管理体制
整備にむけた啓発や支援体制の構築，図書館員の
ICT 関連知識・スキルの向上，そのための教育研
修の実施等が挙げられる5。 
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このうち図書館員の養成に関しては，2012 年度
より大学・短期大学における司書養成課程の科目
（以下，新省令科目とする）の改正について施行
されることとなっている。新省令科目の構成や内
容についての論考はすでに様々な観点から展開さ
れているが，特にこのような事例に触れうる，ま
た触れるべき新省令科目の内のひとつである「図
書館情報技術論」をとりあげたい。旧来科目の統
廃合などがあった中で，「図書館情報技術論」は，
必修科目としては唯一新設された科目である。ま
た，特にこの科目を取り上げた論考はまだわずか
であることから，本稿ではこの科目の内容等につ
いても多少の考察を行っていく。 
 
2. 日本における図書館員養成 －その構造的欠陥 
 
省令科目の改正に関連して，長らく多くの論考
が展開されてきているように，日本における図書
館員養成には構造的な問題があることが指摘され
ている6。図書館は，設置機関の種類に応じて分類
するのが一般的だが，図書館法において司書（・
司書補）の資格およびその養成について規定され
ているのは，実質的にはいわゆる公共図書館のみ
であり，その他の館種に関しては専門的職員につ
いての法的な制度整備がされていない。しかるに，
公共図書館以外の図書館でも，職員の採用にあた
っては司書資格の有無により図書館実務に関する
素地を問うことが多い。一方で，司書資格保有者
の図書館への就職状況がおもわしくないこと，司
書の有資格者が配置されていない図書館もあった
り，有資格者が配置されている図書館でも専門的
職員として評価されていない場合もある等，全般
として司書資格に対する評価が低いという問題が
指摘されて久しい。（しかしながら，司書資格が図
書館の専門的職員に関する重要な資格制度である
ことには変わりないので，ここでは図書館情報学
教育としてよりも大学等での司書養成課程を取り
上げることとする。） 
また，2008 年の改正前の図書館法のもとでは，
司書の養成については，司書講習（図書館法第 5
条第 1 項第 1 号）と大学における図書館に関する
科目の履修（図書館法第 5 条第 1 項 2 号）との二
つが規定されている。現在では第 1 項 2 号による
司書の有資格者のほうが多いという現実にも関わ
らず，養成手段として司書講習が主とされてきた
のは，戦後，図書館法の公布にともなって必要と
なった司書および司書補の資格を，現職の公共図
書館職員に付与することを優先したことにさかの
ぼる7。そしてその司書講習については，図書館法
第 6 条に基づいて図書館法施行規則第 4 条（省令）
により科目構成や内容が規定されたいわゆる省令
科目といわれる科目群が示されているが，大学に
おける図書館に関する科目の履修については規定
がなく，長年法的な制度整備がないままとなって
いた。そのため，大学における司書養成課程では，
その科目構成や内容等について，司書講習のため
の省令科目の準用（文部科学大臣が認定すること
によって読み替える）により長らく運用されてき
たことは，特に批判が多い点であった。 
これらの点について，2008 年の図書館法改正に
おいて，まず第 1 項 1 号と 2 号の順序が入れ替え
られた。そして，司書となる資格を得るために大
学において履修すべき図書館に関する科目を文部
科学省令で定めることが規定され（図書館法第 5
条），制度的・明示的に位置付けることとされた。
実に半世紀以上を経過してようやく法的制度整備
がなったものとして評されている。 
 
3. 大学において履修すべき図書館に関する科目
の構成 
 
2008 年の図書館法改正と，それを受けて 2009
年 4 月 30 日の文部科学省令第 21 号において規定
された新しい省令科目の構成は，表１となってい
る。（施行は 2012 年 4 月 1 日からとされている8。） 
 
 
区分 科目 単位数
基礎科目
（必修） 
生涯学習概論 二 
図書館概論 二 
図書館制度・経営論 二 
図書館情報技術論 二 
図書館サ
ービスに
関する科
目（必修）
図書館サービス概論 二 
情報サービス論 二 
児童サービス論 二 
情報サービス演習 二 
図書館情
報資源に
関する科
目（必修）
図書館情報資源概論 二 
情報資源組織論 二 
情報資源組織演習 二 
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選択科目 
（2 科目 
選択） 
図書館基礎特論 一 
図書館サービス特論 一 
図書館情報資源特論 一 
図書・図書館史 一 
図書館施設論 一 
図書館総合演習 一 
図書館実習 一 
表１：新省令科目（13 科目 24 単位, 2012～） 
 
なお，それ以前の，1996 年に改定され翌 1997
年より施行された図書館法施行規則によって定め
られていた司書講習科目と単位数は表２のとおり
である。 
 
区分 科目 単位数
（必修） 生涯学習概論 一 
図書館概論 二 
図書館経営論 一 
図書館サービス論 二 
情報サービス概説 二 
レファレンスサービス演習 一 
情報検索演習 一 
図書館資料論 二 
専門資料論 一 
資料組織概説 二 
資料組織演習 二 
児童サービス論 一 
（選択） 図書及び図書館史 一 
資料特論 一 
コミュニケーション論 一 
情報機器論 一 
図書館特論 一 
表２：旧省令科目（14 科目 20 単位, 1997～） 
 
これらの新省令科目への構成変更については，
先に文部科学省が発表した「これからの図書館像
9」，および，「これからの図書館の在り方検討協力
者会議」での議論が背景となっており，その議論
の経緯については公表されている報告10（以下，
「報告書」とする）および関連資料より知ること
ができる11。 
「報告書」においては，「これからの図書館像」
を実現するために「司書の養成内容に必要な新た
な視点」として，情報化の進展に対応した情報技
術の知識や技術，発信型情報サービスに関する知
識などの新たな観点を挙げて，従来の養成内容を
見直す必要があったとしている。そして，「急速に
進行する情報化に対応するために，図書館の業務
やサービスの基礎となる情報技術の知識や技術の
向上が必要であり，そのための科目を設ける必要
がある。12」としている。 
 
4. 新旧省令科目における情報通信技術(ICT)の扱
い 
 
こうして検討された新省令科目の中で，「図書館
情報技術論」は基礎科目の一つとなっており，「報
告書」の要旨13においては，各科目の考え方につ
いて述べられた中で筆頭に「情報化の進展に対応
した能力育成のための「図書館情報技術論」（2 単
位）を新設する」とされている。これまでの改正
による変遷を通じてみても，省令科目は全体とし
て旧来のものの修正という形がとられてきており，
経過措置として単位の読み替えも一部で認められ
る等のことがあって，内容的にも継承されている
ことが多いとされている14。しかし，「図書館情報
技術論」はあくまでも新設科目であり，「報告書」
においても省令にても，旧省令科目中の特定の科
目との対比はなされていない。そこで，少し変遷
をさかのぼってみてみたい。 
旧省令科目については，1996 年に行われた改定
の目的と内容が，1996 年 4 月の生涯学習審議会
社会教育分科審議会「社会教育主事，学芸員及び
司書の養成，研修等の改善方策について（報告）15」
に述べられており，各科目の内容等の詳細な内容
は添付の別紙 3 に記されている。ここでは必修科
目については「ねらい」と「内容」が掲げられて
おり，選択科目では各科目の「ねらい」が表現さ
れるにとどまっているが，これらの内容を見る限
り，ICT に関する知識等に触れうる科目は複数あ
る。しかし，主たる内容として ICT そのものを取
り上げうるのは，乙群（選択科目）「情報機器論」
と，独自に内容設定可能な「図書館特論」という
ことになるであろう。 
「情報機器論」については，その改正時の経過
措置としてそれ以前の省令科目「視聴覚教育」か
ら読み替えを認めること16となっているが，内容
的にはそれまで専ら視聴覚資料について講じてき
た科目を「情報機器論」に換えたことを批判する
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向きもあった17。少なくとも情報化の進展への対
応の必要性を意識した科目の設定であったことは
うかがえるものの，そのねらいを「各種情報機器
の機能，種類，利用等について解説する。」とされ
ているのみで具体的な内容項目の提示もなく，「情
報化の進展に対応する」というに十分であったか，
ということになるだろう。 
 
5. 旧省令科目「情報機器論」の内容 
 
では，実際の授業はどのように展開されていた
のだろうか。司書養成課程向けの教材という面で
は，省令科目に対応したテキストシリーズが，日
本図書館協会をはじめ数社から刊行されている。
その中で「情報機器論」の科目名そのものを冠す
るテキストとしては東京書籍発行の『情報機器論』
18が１点あるのみである。そして，科目名そのも
のを冠してはいないが，この科目のテキストとし
て刊行されている『図書館と情報機器・特論 : 情
報メディアの活用 12 章19』と，更に以前の省令科
目「情報管理」のテキストから発展した形で，『情
報管理・機器論』が教育史料出版会からだされて
いる20のを加えて挙げることができる。しかし，
いずれのテキストも刊行・改訂より年数が経って
おり，情報機器そのものおよび関連の技術や規格
が変化・進展するスピードを考えても，これらの
テキストが実際の授業でどれほど用いられてきた
かということになるだろう。 
そもそも選択科目である「情報機器論」を開講
していない大学・短大も少なくないが，予備調査
的に，インターネット上にシラバスが公開されて
いるいくつかの大学について，司書養成課程の科
目として開講されている「情報機器論」21の内容
をみてみたところ，シラバス記載内容は，各種情
報機器やメディア，ICT について，またその教育
や業務への活用，情報セキュリティ，情報倫理な
ど，多様で多岐にわたる授業内容がうかがわれる
ものとなっている。先述のとおり，生涯学習審議
会社会教育分科審議会の「報告」別紙３において，
選択科目はその「ねらい」が表現されるにとどま
っている。このことから，選択科目である「情報
機器論」の内容について，各大学が独自に組み立
てることが可能であって様々な工夫がされた，と
いうことともいえるだろう。 
また教材については，もっぱらプリント配布等
によりテキストの指定がないケースが半数以上で
あった。先述のテキスト 3 点のいずれかを挙げて
指定しているのは，参考書を指定しているものの
さらに半数の 6 件であった。情報機器に関しては
技術等の変化が速いので，テキストという形で固
定されてしまうと陳腐化しやすいものでもあり，
適当なテキストの供給がなかったため，ともいえ
るだろう。 
上田・根本らの LIPER 報告22によれば，省令科
目「情報機器論」において不足している点として，
「図書館に配置された複数の情報機器の管理方法，
サーバ管理，ウェブサイトの設計・構築・メンテ
ナンス23」を挙げている。また，2004 年に司書課
程科目の実態調査を行った結果として「司書課程
のカリキュラムはインターネット等の情報通信環
境の変化にほとんど影響を受けていないことが明
らかとなった。24」としている。今回確認したシ
ラバス内容とこの LIPER 調査および報告との関
係を現時点で述べることはできないが，一部で（選
択科目ゆえ，どれほどの学生が受講したかは不明
であるものの）LIPER 報告が必要と指摘した ICT
に関わる新しい内容，あるいはまた後述する新省
令科目の内容に近い授業も，特に近年実践されて
きた部分があるようだ。 
 
6. 新設科目「図書館情報技術論」の内容 
 
次に，新設科目「図書館情報技術論」の内容を
みていきたい。これからの図書館の在り方検討協
力者会議の「報告書」では，情報化の進展に対応
した能力育成のための「図書館情報技術論」につ
いて，「図書館業務に必要な基礎的な情報技術を修
得するために，コンピュータ等の基礎，図書館業
務システム，データベース，検索エンジン，電子
資料，コンピュータシステム等について解説し，
必要に応じて演習を行う。25」とし，そして別紙 2
においてその具体的な内容として次の 10 項目を
挙げている。すなわち，1)コンピュータとネット
ワークの基礎，2)情報技術と社会，3)図書館にお
ける情報技術活用の現状，4)図書館業務システム
の仕組み（ホームページによる情報の発信を含む），
5)データベースの仕組み，6)検索エンジンの仕組
み，7)電子資料の管理技術，8)コンピュータシス
テムの管理，9)デジタルアーカイブ，10)最新の情
報技術と図書館，である。 
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また，文部科学省生涯学習政策局社会教育課に
よる「改正司書養成科目に関する Q&A」におい
て，「図書館情報技術論」の内容に含まれるものの
具体例として「図書館業務に必要な，ネットワー
クに関わるサービスに携わる際の前提となる最低
限の用語や概念の理解を図る，ウェブページの構
成・評価，個人情報の流出やウェブサイトの改ざ
んを防ぐための最低限の必要な知識等」が考えら
れるとしている26。 
これらをみても明らかなように，「『図書館情報
技術論』の“情報”の定義は，資料の要素ではな
く，“IT”を示すもの」ということが，「これから
の図書館の在り方検討協力者会議」第２期第５回
の議事要旨に記録されている27。新省令科目では
科目名に「情報」と含むものは７科目ある中で，
科目「図書館情報技術論」の「情報」とは情報資
源等の資料の要素としてではなく広く純粋に
IT(ICT)としてとらえたうえで，「図書館」×「情
報技術」（図書館と情報技術の関わり，あるいは図
書館への情報技術の適用）を論じ，学ぶ科目であ
るといえる。 
ここで，冒頭に述べた「岡崎市立中央図書館事
件」に立ち返って，科目「図書館情報技術論」と
の関わりという視点でみてみたい。「岡崎市立中央
図書館事件」の他にも大小いくつものことが図書
館の現場で起こり続けているのが現実であるが，
実学としての図書館情報学あるいは司書養成課程
の教育内容といったような面に，こうした事件は
どのようにとりあげうるだろうか。 
まず，出来事の概要を理解するためには，前提
となる ICT の基礎的知識がある程度は必要であ
り，そうしたことを学ぶために取り上げることも
可能であろう。しかし，重要なのは ICT の理解や
技術の習得というよりも，図書館における ICT の
利活用に際しての問題を認知し対処するための能
力の養成である，というべきだろう。この事件か
ら学ぶべきことはむしろ次の点であると考える。 
 
１．システムを運用しサービスを提供するという
ことに伴うリスクマネジメントの必要性を理解す
る。技術的にできるということと，マネジメント・
ポリシー等の観点からするべきこと／するべきで
ないことの理解が重要である。 
２．今日において，インターネットを通じても情
報提供，情報共有する意義とはどういうことであ
るか。そのことによって，企業・組織が評価され，
存在価値を高めている情報化社会であればこその
意義を理解する。 
３．特にインターネットにシステムを公開すると
はどういうことであるのか。そのセキュリティ・
リスクへの理解が必要である。ただし，それは技
術的要素への理解や対応スキル等が求められると
いうよりも，リスクを把握しマネジメントにつな
げることが重要であることを理解する。 
４．コンピュータ・ネットワーク上ではなにが起
こっている／起こりうるのか。それは日々変わっ
ていくものであることともあわせて，その評価や
対応のために必要な情報やスキルをもった外部／
内部の組織や専門家等と連携するべきことを理解
する。 
 
これらは，いわば報告書にあげられた科目「図
書館情報技術論」の具体的内容について，基礎的
な解説を行うだけではなく，さらに踏みこむとい
うことになる。知識や技術そのものを習得するこ
とよりも，技術の進展を含めた状況の変化の激し
さに対応できる能力の素地を身につけることがで
きてこそ，司書養成課程において ICT について学
ぶことが，後々にも活きてくるはずである。 
 
7. 新設科目「図書館情報技術論」の課題点 
 
こうしてみると，このような科目「図書館情報
技術論」が新設されたということは，司書養成教
育の現場に，教材と人材という点で課題を与えて
いるといえるだろう。 
まず教材の面では，これまでにも省令科目に対
応したテキストシリーズが体系的に刊行されてき
ており，背景として「各大学のカリキュラムが司
書講習を前提として定められた内容にもとづいて
いるため，それにあわせた教科書を作成するのが
容易であるということもあるだろう。また，多数
の大学で共通のカリキュラムが用いられるため，
教科書への需要が高いことも考えられる。28」と
の指摘もある。今後は司書講習を前提とはしない
ものの，新省令科目への対応をうたったテキスト
シリーズの一部として必修科目「図書館情報技術
論」のテキストが刊行されると想定される29。そ
れらの評価が必要であることは言うまでもないが，
知識や技術等の陳腐化がとどめようもなく速い領
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域であることから，科目「情報機器論」の多くの
ケースでみられたように，講師自らの手になるプ
リント資料等を用いたり，科目内容を網羅する 1
冊のテキストよりも，現実に即した内容を取り扱
った新しい教材の開発あるいは採用検討というこ
とが常々必要とされるだろう。このことは特に演
習をどのように実施するかという部分について，
大きな問題となってくる。ICT そのものを扱うと
いう以上は，技術の習得はもとより，知識として
の理解の助けとなるために演習も多かれ少なかれ
必要と考えられる30中，演習の題材や環境を準備
することがそう容易でないことは想像に難くない
からである。 
そうしたことは，すなわち人材という課題にも
直結する。新省令科目中の情報関係の科目につい
ては，（図書館が専門ではない）「情報専門の教員
とのコラボレーション31」も考えうるものとされ
ているが，科目全体を通じて純粋に ICT について
だけ教えるというわけにはいかない。そしてまた，
他の科目との内容の整合性や連携といった調整も
必要となってくるだろう。特に，この科目の履修
の前提となるような知識等を学ぶ科目がもし司書
養成課程の科目以外にあるならば，それらとの連
携調整も重要ではないか。そうでなければ，少な
くとも２単位という限られた枠内で，ICT に関す
る基礎的な知識やスキルを学ぶことだけに終始せ
ずに，科目設定の目的に合致した内容を十分に，
効率よくとりあげていくことはなかなか難しいよ
うに思われる。 
 
8. 今後に向けて 
 
これからの図書館の在り方検討協力者会議の
「報告書」では，図書館に関する科目の位置づけ
について述べる中で，「司書に必要な資質・能力は，
司書資格を取得した後，図書館の業務経験や研修
及びその他の学習機会等による学習等を通じて，
徐々に形成されていくもの」としている32。この
ことについて，主査であった薬袋は「図書館に関
する科目は，あくまで養成の基礎であり，入口で
あることを明示した」と解説している33。 
また，「司書資格を取得した後も継続的な学習が
必要であることを明示し，特に，図書館における
研修だけでなく，大学の授業を活用した具体的な
学習方法を提案した。これによって，大学の司書
課程等はより大きな役割を担うことになる。」と述
べている。 
これに対応する例として，上田女子短期大学が
省令科目改正を受けて 2009年 11月より開設して
いる「図書館職学び直し講座34」が挙げられるだ
ろう。この講座では，全６単位の履修者に対する
履修証明の授与や，日本図書館協会専門職員認定
制度の申請要件として認定される等，司書のスキ
ルアップならびにキャリアアップにつなげるもの
としている。今後，さまざまなレベルでこれに続
く取り組みが展開され，司書および図書館員の専
門性向上に実効力をもち，リカレント教育として
成功していくのかどうか，その成果が図書館の現
場に還元されていく流れができるのかどうかは，
ひとつの課題点であろう。 
また，特に ICT に関する学習についていえば，
図書館に関する科目を履修する大学生に比べ現職
者においては，より焦点化された課題意識がある
場合が多いだろう。それに対しては，体系的に理
論立てられた知識の集大成というものよりも，ケ
ーススタディやケースメソッドでの実践的な検討
を通して，問題解決策を得るあるいは実践能力を
高めるような教育が，よりよくニーズに応えるも
のとなるだろう。大学等高等教育機関での教育が
なんらかの形で現職者に提供された際には，どの
ようにニーズを満たすことができるのか，という
ことも考えるべき点である。 
一方で，現職者の研修については，組織的・制
度的な取り組みについてはその実態の調査報告や
充実方策の報告等がまとめられている35が，それ
以外にも図書館員や民間団体等の企画による特定
課題についての研修等も（散発的ながら）すでに
大小さまざまな取り組みの展開がされている。そ
こで，そうした実践の成果がなんらかの形で大学
等での教育にも取りこまれることで，今日的問題
への取り組みを可能にする，最新化することがで
きるだろう。具体的には，例えばテーマごとのテ
キストの提供・利用といったことである。 
そうした関わりあいが，養成教育と現職者研修
の双方に刺激を与えあい相互作用となって，現職
図書館員ならびに未来の図書館員の能力・スキル
を養成していく両輪となる，あるいは少なくとも
なんらかの貢献を相互にしていくことができるの
ではないだろうか。今後の動向に期待したい。 
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注： 
                                                     
1 もっとも「電子書籍元年」と謳われるのは 2010
年が初めてのことではないが，ここへきて，図書
館も各種の動向に関わりをもつプレーヤーとして，
認識されてきているといえるのではないだろうか。
各種の動向について紹介した以下のもの等がある。 
E1132 - 「カレントアウェアネス-R」で振り返る
「電子書籍元年」カレントアウェアネス-E 
No.185, 2010.12. 
[ http://current.ndl.go.jp/e1132 ] (Accessed 
2011-02-10) 
 
2 ここでは，岡崎市立中央図書館（りぶら）の web
サイトから新着図書に関するデータを取得するた
め，クローラと呼ばれるプログラムを利用してい
た人物が，2010 年 5 月 25 日 愛知県警に逮捕さ
れ，勾留・取り調べの後に起訴猶予処分となり釈
放された事件，同図書館で使われている図書館シ
ステムのベンダーにおいて発生した個人情報流出
を含めた一連の出来事を指すものとする。 
逮捕された本人がこの事件について記したサイト
（下記 a.）や有志による議論と検証のまとめサイ
ト（下記 b.）をはじめ多数の検証が行われている
ので，ここでは詳細について述べることはしない。 
a. Librahack [ http://librahack.jp/ ] (Accessed 
2011-01-15) 
b. 岡崎市立中央図書館事件等 議論と検証のま
とめ [ http://www26.atwiki.jp/librahack/ ] 
(Accessed 2011-01-15) 
 
3 NPO 日本ネットワークセキュリティ協会
（JNSA）が発表した「JNSA 2010 セキュリティ
十大ニュース」においては，「岡崎市立中央図書館
事件」は第 5 位に位置付けられていて，セキュリ
ティ十大ニュース選考委員会による単純投票数か
らは第 1 位であったともいう。 
NPO 日本ネットワークセキュリティ協会 JNSA 
2010 セキュリティ十大ニュース発表
[ http://www.jnsa.org/result/news10/ ] (Accessed 
2011-01-15) 
 
4 図書館システムのセキュリティ対策，図書館の
危機管理，個人情報保護の対応はいうにおよばず，
捜査機関・法執行機関の対応，図書館および自治
                                                                                 
体におけるそもそものシステム調達のありかたな
どがあげられる。 
 
5 このことに触れた文献としては以下の２点があ
る。その他，前出 2.の他，インターネット上に多
くの議論がある。研修に関しては，公的な研修制
度のほかに，Code4Lib JAPAN 研修事業のような
取り組みもある。 
西野一夫「図書館システムの危機管理について考
える：岡崎市立中央図書館のシステム障害と個人
情報流出事件から」『図書館雑誌』105(1), 2011.1. 
p.34-36. 
新出「Librahack 事件が図書館に投げかけるもの」
『みんなの図書館』407, 2011.3. p.10-21. 
Code4Lib JAPAN 研修事業  
[ http://www.code4lib.jp/category/instructions/ ] 
(Accessed 2011-02-10) 
 
6 主なものとしては以下を参照。 
塩見昇,山口源治郎編著『新図書館法と現代の図書
館』日本図書館協会,2009, 442p. 
日本図書館情報学会研究委員会編 『図書館情報専
門職のあり方とその養成』勉誠出版, 2006, 250p. 
 
7 塩見昇,山口源治郎編著 「図書館法と現代の図
書館」2001, pp.131-134. 
竹内悊「わが国の図書館学教育 1892-1955」『図
書館学研究の歩み』第 3 集,日本図書館情報学会研
究委員会, 1983, pp.32-36. 
 
8 明星大学においては，学部改組にあわせ 2010
年度より先行実施されている。一例として以下を
あげる。 
明星大学シラバス（図書館情報技術論）
[ http://syllabus.meisei-u.ac.jp/syllabus/2010/61
71/2010_261200.html ] (Accessed 2011-01-15) 
 
9 これからの図書館の在り方検討協力者会議 「こ
れからの図書館像～地域で支える情報拠点をめざ
して～（報告）」,2006, 94p. 
[ http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/18/04/0
6032701/009.pdf ] (Accessed 2011-01-15) 
 
10 これからの図書館の在り方検討協力者会議 
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「司書資格取得のために大学において履修すべき
図書館に関する科目の在り方について : 報告」, 
2009, 72p. 
[ http://www.mext.go.jp/component/b_menu/shi
ngi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2009/09/16/124
3331_2.pdf ](Accessed 2011-01-15) 
 
11 これからの図書館の在り方検討協力者会議 
「これからの図書館の在り方検討協力者会議配付
資料・議事要旨等」.  
[ http://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/tosho/
1286473.htm ] (Accessed 2011-01-15) 
 
12 これからの図書館の在り方検討協力者会議 
「司書資格取得のために大学において履修すべき
図書館に関する科目の在り方について : 報告」, 
2009, p.5. 
[ http://www.mext.go.jp/component/b_menu/shi
ngi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2009/09/16/124
3331_2.pdf ](Accessed 2011-01-15) 
 
13 これからの図書館の在り方検討協力者会議 
「司書資格取得のために大学において履修すべき
図書館に関する科目の在り方について : 要旨」, 
2009, 3p. 
[ http://www.mext.go.jp/component/b_menu/shi
ngi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2009/09/16/124
3331_1.pdf ](Accessed 2011-01-15) 
 
14 旧省令科目とそれ以前の司書講習科目の変遷
については，文部科学省の「図書館職員の資格取
得及び研修に関する調査研究報告書」に比較表と
してまとめられたものなどがある。 
文部科学省生涯学習政策局社会教育課 「図書館職
員の資格取得及び研修に関する調査研究報告書」, 
2007, p.18. 
[ http://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/tosho/
houkoku/07090599.htm ] (Accessed 2011-01-15) 
 
15 生涯学習審議会社会教育分科審議会 「社会教
育主事，学芸員及び司書の養成，研修等の改善方
策について」1996, pp.16-.  
 
16 文部省生涯学習局長通知「図書館法施行規則の
                                                                                 
一部を改正する省令の制定並びに司書及び司書補
の講習において履修すべき科目の単位の修得に相
当する勤務経験及び資格等を定める告示の公示等
について」（文生学第 180 号）1996.9  
 
17 柴田正美「新カリキュラムをどう見るか--改定
目標・問題点・免除措置」『図書館界』49(3), 
1997,pp.139-147. 
 
18 田畑孝一編『情報機器論』東京書籍, 1998, 255p. 
 
19 志保田務,平井尊士編著『図書館と情報機器・
特論 : 情報メディアの活用 12 章』第一法規出
版,1999,146p. 
 
20 柴田正美編『情報管理・機器論』補訂版, 教育
史料出版会, 2001, 234p. 
 
21 「日本の図書館情報学教育 2005」によれば，
省令科目「情報機器論」に対応した開講科目とし
ては，科目名が「情報機器論」であるもの以外に，
「情報処理／演習」，「視聴覚教育メディア論」，「情
報検索／演習」，「図書館情報ネットワーク論」な
ど様々な科目名で開講されている。しかし，ここ
では他科目との統合や読み替えに関わる内容の偏
り等の要素を極力排除し，また「情報機器論」等
テキストの使用についてをみるため，単純に科目
名が「情報機器論」とあるものに限定した。 
 
「日本の図書館情報学教育 2005」に掲載の図書
館情報学開講大学一覧より，通信教育および司書
講習としての開講を分を除いた大学 196 校中，約
7 割にあたる 138 校での開講科目を確認したとこ
ろ，「情報機器論」に相当する別科目名での開講は
37，科目名「情報機器論」での開講は 31 あった。
さらにそのうちの 23 について，シラバスの内容
を参照することができた。 
なお，必ずしも最新分のシラバスが参照できなか
ったものもあるが，開講が隔年以下の場合もある
ので，シラバスについては 2003 年以降開講のも
のを参照対象とした。 
 
日本図書館協会図書館学教育部会編『日本の図書
館情報学教育』2005,日本図書館協会, 2005,345p. 
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22 上田修一,根本彰「「情報専門職の養成に向けた
図書館情報学教育体制の再構築に関する総合的研
究」最終報告書」『日本図書館情報学会誌』52(2), 
2006.6, pp.101-128. 
 
23上田修一,根本彰「「情報専門職の養成に向けた
図書館情報学教育体制の再構築に関する総合的研
究」最終報告書」『日本図書館情報学会誌』52(2), 
2006.6, p.107 
 
24 上田修一,根本彰「「情報専門職の養成に向けた
図書館情報学教育体制の再構築に関する総合的研
究」最終報告書」『日本図書館情報学会誌』52(2), 
2006.6, p.105. 
三輪眞木子, 村主朋英, 上田修一, 竹内比呂也, 
吉田右子, 柴田正美「大学における司書・司書教
諭教育の実態」2005 年度図書館情報学会春季研究
集会, 発表要綱, 2005.5, pp39-42. 
 
25 これからの図書館の在り方検討協力者会議 
「司書資格取得のために大学において履修すべき
図書館に関する科目の在り方について : 報告」, 
2009, p.9. 
[ http://www.mext.go.jp/component/b_menu/shi
ngi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2009/09/16/124
3331_2.pdf ](Accessed 2011-01-15) 
 
26 文部科学省生涯学習政策局社会教育課「改正司
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